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連絡：当社の保険募集管理体制に関する規則
当社は、平成28年5月29日より、保険業法等の法令・諸規則等で求められる保険募集についての業務の健全かつ適切な運営を確保するとともに、当社の永続的な成長・発展に不可欠な「お客様本位」の業務品質向上をより一層推進するため、以下のとおり保険募集管理体制を整備し、社内規則を定める。
※保険募集管理とは、保険業法上は、①保険募集業務、②重要事項説明、③顧客情報の適切な取扱い、④委託先管理、⑤比較説明・推奨販売、⑥その他の健全かつ適正な運営を確保するための態勢のことを指します。

各社員は、本社内規則に基づき、PDCAサイクルを有効に機能させ、適切に業務が遂行されるよう取り組みをお願いする。

※上記は、代理店の経営方針・経営理念などを踏まえて、自分の言葉で記載下さい。

１．組織体制

（１）保険募集管理統括責任者（管理部署、管理責任者）
　・当社における保険募集管理の統括責任者は社長（とし、管理部署は○○部、管理責任者は○○部長）とする。

※上記（○○部、○○部長等）は、代理店の組織の実態に応じて修正してください。

※店主自身が管理できるスパン・規模であれば、「当社における保険募集管理の管理・統括責任者は社長（店主）とする」と定め、社長に集中することでも可です。
（２）保険募集管理体制

　・各部門（拠店、部・課）の管理者（拠点長、部課長等）を業務管理責任者とする。
※上記は、代理店の組織体制等に応じて修正してください。

※複数拠点や部門がなく、管理も全て店主が行うのであれば、「管理責任者は社長とする」と定めることも可能です。

２．保険募集を適切に行うための体制整備における対応事項
（１）基本的な考え方

　・当社は、保険募集に関する法令等の遵守、業務知識の習得、適正な内部事務管理（顧客情報を含む）等の態勢整備のため、社内規則・ルール等（以下、社内規則）を定める。

・当社は、社内規則の実行・遵守および社員の育成・資質の向上を図るため、自主的に教育、管理、指導を行うとともに、業務実態を把握するため、自己点検等の監査を実施し、不適切な状態の場合に業務改善を図るための体制（いわゆる「ＰＤＣＡサイクル」）を構築する。
　具体的な対応は、以下の通りである。

（２）体制整備の内容

〔Ｐ：社内規則の制定（Ｐｌａｎ）〕
　　① 基本方針:当社は、所属保険会社から提供される各種規程・マニュアル類を社内規則として使用する。主な社内規則は以下の通りである。

　　・募集コンプライアンスマニュアル（○○損保、○○生保･･･以下、同じ）

・保険業法改正ガイドブック
・電話募集、郵送募集マニュアル

・高齢者募集マニュアル
・個人情報管理マニュアル
・お客様の声対応マニュアル　等　
　※上記は、社内規則の策定に関し、所属保険会社から提供されたマニュアルを自社の社内規則に位置付ける場合を想定。自社で全ての社内規則を新たに作成することも可能ですが、募集プロセスや事務処理等、各所属保険会社のルールに従う必要がありますので、齟齬が生じないよう必ず確認してください。比較推奨販売やフランチャイズなどの代理店独自の業務を行わない場合は、各所属保険会社から提供されるマニュアル等を使用する方が効率的かつ合理的ではないか考えます。
　　※なお、損保協会版の「募集コンプライアンスガイド」（2016年1月26日版）には既に業法改正全般の対応が織り込まれており、これをカスタマイズせずにそのまま使用している保険会社の代理店の場合は、それを自社の社内規則と位置付けていただくことが可能です。
自社版のコンプライアンスマニュアルを作成している保険会社の場合は、2016年４月改定において、業法改正対応版が提供されますので、それを自社規則と位置付けていただくことになります。
　　　※上記マニュアル名の記載は、別紙一覧とすることもできます。
　　② 当社独自の社内規則：上記①以外で、当社が独自に定める保険募集管理に関する主な社内規則は、以下のとおりである。

　　　　・勧誘方針
　　　　・個人情報保護方針（プライバシーポリシー）
・保険募集管理規程

・満期管理マニュアル

・事務処理マニュアル

・●●株式会社団体保険募集要領

・事故受付ルール
・「お客さまの声」受付ルール　等
　　　※上記は例示です。該当する自社策定ルールがあれば、記載して下さい。

③ 社内規則の運営

　・社内規則は、社員が常時閲覧できるように各事務所に備え付ける、または、代理店オンライン「●●●」等にファイルを掲載する。

・社員は、社内規則の内容を確認・理解したうえで、適切に業務を遂行する。

　　・社内規則は、法令等の改正や業務運営状況の実態等を踏まえ、適時必要な見直しを行う。

〔Ｄ：社員に対する適切な教育・管理・指導の実施（Ｄｏ）〕
　　① 基本的な考え方

・当社は、人財（社員）こそが最大の経営資源（財産）であると考える。社員一人ひとりの成長が会社の持続的な成長を支え、お客様の満足を実現できるものと考え、全社員の能力向上を目指して、積極的かつ適切に教育、管理、指導を実施する。
・保険募集に必要な資格の取得・更新状況、コンプライアンス関連の研修、並びに所属保険会社が参加必須としている研修の受講状況等を管理する。
　　　※代理店の経営理念に沿って、目指す方向性、指導・教育等の概要を記載して下さい。

　　
　　② 保険募集に必要な資格取得・管理

　・当社は、保険募集に必要な資格の取得・受講状況を、以下の通り管理する。

・損保協会の損保一般試験「基礎単位」「商品単位」および生保協会の「一般課程」「専門課程」の取得を必須とする。

・募集人として更なる業務知識・能力の向上を図るため、損害保険大学課程「専門コース」「コンサルティングコース」および生命保険「応用課程」「大学課程」などの上位資格の取得を推奨する。

・教育責任者は、代理店オンラインまたは自社管理により、社員の上記資格の取得・保有状況等を確認、管理する。

※教育責任者は、代理店の実情に応じて担当者名や店主名を記載下さい。

・教育責任者は、資格取得・更新、研修受講等の必要がある社員が確認された場合、当該社員に対して早期の対応を指示し、対応が完了したことを確認・記録する。

・教育責任者は、万一資格の更新期限切れが発生した場合は、当該社員に対して直ちに募集停止の措置を講じる。

　　③ 保険募集に関するルール、商品・事務知識等に関する教育・管理・指導

　　　・当社は、保険会社が主催する受講必須の研修については、全募集人が必ず受講する。
・教育責任者は、やむをえず研修等に参加できない社員がいる場合は、当該社員に対し、必ず補講を実施する。
・研修内容の理解を深めるため、必要に応じて当社独自の研修・勉強会等を実施する。

・上記のほか、所属保険会社の各種研修メニューの活用をはじめ、自己学習等を通じてスキルアップ・知識の習得に努める。

・教育責任者は、社員が受講した研修等の実施状況等を把握・確認した上で、「研修受講管理簿」に記録、保存する。

　※上記の教育責任者については、②に同じ。
④ 提携先・見込客紹介者（募集関連行為従事者）に対する教育・管理・指導

　　・当社は、見込客の紹介者等の募集関連行為従事者が、保険募集に該当する行為に及ぶなど不適切な行為を行うことがないように適切な教育・管理・指導を実施する。

　　・見込客などの紹介について第三者と提携する場合は、必ず事前に「提携先、提携内容、紹介謝礼の有無と内容等」について社長（店主）へ報告し、承諾を得る。既に提携先がある場合は、速やかに社長へ報告し、指示を得る。

　　・当社は、見込客等の紹介を外部の第三者と提携する場合、原則として事前に委託契約書を締結し、外部委託先における禁止事項等を指導、徹底する。

　　  ・外部委託先（募集関連行為従事者）が不適切な行為や禁止行為を行っていないか、委託契約書の遵守状況について定期的なチェック等の確認を行い、必要に応じて指導、改善を行う。
　　⑤ 日常業務における教育・管理・指導
　　　・当社は、日常業務における教育、管理、指導のため、以下の定例ミーティングの場を活用して周知、徹底する。

· 朝礼

· 週間ミーティング

· 月例経営会議

※上記は例示です。日常業務の管理・指導並びに進捗確認のため、定例ミーティングの実施が有効です。各代理店の実態を踏まえて、適宜修正のうえ記載下さい。
〔Ｃ：自己点検等の監査（Ｃｈｅｃｋ）〕
　　①基本的な考え方

・当社は、社内規則等で定める各種ルールの遵守状況を自主的にチェックするため、以下の通り自己点検等を実施する。
・内部監査については、要員・体制が整うまでの間、外部の専門機関等に委託できるものとする。
　②実施方法

　　　・当社は、各委託保険会社が定期的に実施する代理店監査において、保険会社提供の「自己点検チェックリスト（代理店用）」等を使用して自己点検を実施し、保険募集に関するルールの遵守状況や業務運営状況を自主的に点検する。

　　　・募集人の自己点検においては、「自己点検チェックリスト（募集人用）」等を使用し、募集人単位で保険募集に関するルールの遵守状況を確認、点検する。

　　　・当社は、上記の点検結果を踏まえ、不備の有無等を把握・確認し、不備の是正・改善等、必要な対策を講じる。

　　　・上記の点検・監査等の結果・証跡（エビデンス）は、過去３年分を保存する。

　　　※上記の「３年分」は例示です。更に長い期間の保存を定めることもできます。適宜必要な保管期限を記載ください。
〔Ａ：改善に向けた体制整備（Ａｃｔ）〕
　　　・上記〔Ｃ〕の自己点検等の監査結果や、苦情等により不備が判明した場合は、問題の根本的な原因を明らかにする深度ある分析、実践的で有効な再発防止策の検討と実施により、確実に改善を図る。

・改善に向けた対応履歴等を「自己点検チェックリスト（代理店用）」や「お客さまの声管理簿」等に記録する。
（３）比較説明・推奨販売に関する社内規則
①基本的な考え方

　・当社は、比較説明・推奨販売に関する社内規則を以下のとおり定める。

・全社員は、定められた社内規則に従い、お客さまに対して適切に対応・説明する。

②比較説明・推奨販売に関する方針・規則

　　　・当社は、以下の推奨方針に沿って、お客さまに商品を提示・推奨する。

　　
　③当社の比較説明・推奨販売の方法
（ⅰ）比較説明・推奨販売の基本方針
　　　当社は、以下の②・③を基本方針と定め、お客さま対応を行う。
	適用
	比較説明・推奨販売の方法
	対象商品

	　
	①商品特性や保険料水準などの客観的な基準や理由等に基づいて商品を選別し、特定商品を推奨する。
	対象なし

	☑
	②商品特性や保険料水準などの客観的な基準や理由等に基づくことなく、当社独自の方針に沿って商品を選定し、特定の商品を推奨する。（当店独自の方針に沿って乗合全社の商品を顧客に提示する場合を含む）
	損保個人分野

	☑
	③商品特性や保険料水準などの客観的な基準や理由等に基づくことなく、当社独自の方針に沿っていくつかの商品を選定した後に、選別後の商品の中から、商品特性や保険料水準などの客観的な基準や理由等に基づいてさらに商品を選定し、特定の商品を推奨する。
	生保分野商品
損保法人分野


　※上記は例示です。乗合代理店は、先ず自社としての上記方針を固めることが肝要です。自店顧客の属性や特徴等を踏まえて、組織としてどのような方針で臨むのか、意思決定しておくことが必要です。募集人の個別の判断で、当社方針と異なる商品を選定することはできませんのでご注意ください。
（ⅱ）当社独自の選別方針

	
	自店独自の方針
	備考

	Ａ:損保個人分野
	当社は、長年に亘る取引関係があり、相互信頼関係が構築されているため迅速な顧客対応が期待できることから、当社の経営方針として、●●損保の商品を選定し、推奨する。
※上記推奨方針は、代理店独自の理由で、推奨保険会社を1社に絞り込む場合の例示です。それぞれの方針に従い、代理店としての推奨方針を記載してください。（以下同）

※リスク毎に保険会社を選別する等、様々な対応が考えられますので、各代理店において検討下さい。なお、あまり複雑な仕組みにすると、全募集人に徹底できない恐れもあります。比較推奨販売に対応できる態勢、能力があるか、十分検討の上で判断して下さい。

	※例外的な商品や特定の保険会社と紐付された団体や企業などがある場合は、それぞれ合理的な推奨理由を定めておくことが必要です。（以下同）



	Ｂ:損保法人分野
	当社は、長年の取引関係があり商品内容を熟知している●●損保と●●損保、並びに、企業向けの付帯サービス等に特徴がある●●損保の3社の商品を推奨商品として選定し、その概要を説明した後、その中から、顧客の意向に沿って、商品特性や保険料水準などの客観的な基準や理由等に基づいてさらに商品を選定し、特定商品を推奨する。
※上記は、第１ステップで自社判断で絞込みを行い、第２ステップとして、絞り込んだ商品の中から、顧客の意向にそって客観的な理由を基に絞り込んでいくパターンの例示です。


	

	Ｃ:生保分野
	当社は、取引実績の多い●●生保と●●生保、並びに、ディスクロージャー資料から判断してソルベンシー・マージン比率（保険金支払い能力）が高い●●生保の3社の取扱商品を推奨商品として選定し、その概要を説明した後、その中から、顧客の意向に沿って、商品特性や保険料水準などの客観的な基準や理由等に基づいてさらに商品を選定し、特定商品を推奨する。
※上記Ｂと同じ対応方針の例です。

	


（ⅲ）顧客から、上記（ⅱ）に定める選定方針と異なる申出があった場合の対応方法

　　・当社は、顧客から上記（ⅱ）に定める方針と異なる保険会社の商品の案内を求められた場合は、顧客の求めに応じて対応を行う。

　　※この場合は、いうまでもありませんが、対応できる態勢（研修など）を整えておくことが必要です。

（ⅳ）既存契約の更新時の取扱い

　　・当社は、既存契約の更新の際は、現契約保険会社の商品を推奨する方針とする。

　　・顧客が現契約保険会社での継続を希望されない場合は、新規契約と同様の対応を行うものとする。

　　・顧客が特定の他の保険会社の商品を希望した場合は、その保険会社の商品を販売するものとする。
（ⅴ）比較説明の方針

　　・当社は、顧客の希望により、複数の保険商品の比較説明や他の推奨基準・理由による販売を行う場合は、法令等に則り、適切に説明・販売を行う。

（ⅵ）教育・管理・指導の方針

・当社は、上記の社内規則によって比較説明および推奨販売を行う保険会社の商品・事務等を全募集人に周知徹底するため、定期的な研修・勉強会等を実施して教育、管理、指導を行う。
（ⅶ）自己点検等の方針
・社長は、前項２．体制整備の内容〔Ｃ．自己点検等の監査（Ｃｈｅｃｋ）〕に定める方法等により、上記の社内規則、推奨方針等に沿って適切に募集していることを確認する。

※上記の「社長」は、代理店の実態に応じて管理部署・責任者名を記載してください。８社長でも可）
（ⅷ）不備事項改善の方針

　　　・当社は、上記（ⅶ）の自己点検等の結果、不備等が判明した場合は、速やかに改善策を講じるとともに、あらためて社員への社内規則の周知徹底、並びに、推奨方針見直しの検討等を行う。

以　上

	〔改定履歴〕
平成〇〇年○月○日　役員会にて改定（対象項目●●●）

・・・


本ひな形は、保険業法の改正により、新たに代理店に求められる体制整備の基本となる社内規則のひな形です。（PDCAのP=Planの部分） 


本ひな形は、損保乗合・生保乗合・生損保乗合の代理店を想定し、代理店が自店の体制整備に関する対応事項を、社内規則として整備する際に活用していただくことを目的としています。（組織型代理店・複数拠点保有型代理店も含めています）


乗合代理店に求められるミニマムレベルの要件をある程度網羅的に記載していますので、代理店主が対応事項を具体的に指導し、自社社員に周知徹底を図る際等にご活用ください。 


なお、本ひな形はあくまでもサンプルです。自ら定めたルールは、（当然ながら）遵守する必要があります。代理店の規模（管理スパン）・業務の特性（比較説明・推奨販売の有無）等を踏まえ、実効性ある取り組みとできるよう、検討、修正の上使用ください。
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